
平成２６年１月１日改正

基準２              既存宅地内建物     

１ 申請地は、次のいずれかに該当するもの。 

  (1) 線引きの際宅地として土地登記簿に登記されていた土地で線引きの日以降も引き続き宅地と

して土地登記簿に登記されているもの 

  (2) 線引きの際市の固定資産税課税台帳上宅地として評価されていた土地で線引きの日以降も引

き続き市の固定資産税課税台帳上宅地として評価されているもの 

  (3) 前２号に掲げる土地のほか、線引きの際及び線引きの日以降宅地であったものと市長が認め

る土地 

  (4) 土地改良法に基づく土地改良事業による換地処分が行われた土地で、その換地前の土地が前

３号のいずれかに該当するもの 

２ 申請地は、これまでに「包括承認基準３ 敷地増」の許可を取得した土地でないこと。 

３  申請地は、４０以上の建築物が６０ｍ以下の敷地間隔で連たんしている区域内の土地であるこ

と。 

４ 予定建築物は、 第二種低層住居専用地域内に建築することができる建築物であること。 

５  一区画の有効宅地面積は１５０㎡以上であること。 

６ 予定建築物の高さは１０ｍ以下であること。 

７ 申請地を再開発（建物用途は戸建住宅に限る）して道路、その他必要な公共施設等を整備する

場合は、法第３３条の許可基準に加え、次の基準に適合すること。 

（1） 開発区域内の道路（取り付け道路を含む。）は幅員６.０ｍ（小区間で車両の通行上支障のな

い場合は５.０ｍ。）以上で袋路状でないこと。ただし、次のいずれかに適合し避難及び車両の

通行上支障がない場合はこの限りでない。 

ア 当該道路の延長若しくは当該道路と他の道路との接続が予定されている場合。 

イ 転回広場及び避難通路が設けられている場合。 

ウ 3,000㎡未満の開発行為において、延長に応じて転回広場が設けられている場合。 

  (2)  開発行為に伴う公共施設は、法第３２条の規定を満足し、かつ、当該公共施設を管理するこ

ととなる国又は地方公共団体に所有権を帰属することが確実であること。 

８  開発又は建築を行うために他の法令による許認可等が必要な場合は、その許認可が受けられる

ものであること。 

次の例のとおり上記基準に該当しないが、特にやむを得ない事情があると市長が認める場合

は、審査会に個別案件として提案することができる。

（例）土地の形状等により、第 5号又は第 6号の基準に該当しないとき。


